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19.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 20.1 2 3 4 5 6 7 8 前月 今月

現在の景気 ▲ ▲ × ▲ ▲ ● ▲ × ▲ ▲ × ▲ × ▲ × × × × ● ● ☁/☂ ☁/☂

３か月後の景気 ▲ ▲ ▲ × × × × ▲ ▲ × ▲ ▲ × × × × ▲ ▲ ● ● ☁/☂ ☁

生産活動 ● ● × ▲ × × × ● × ● × × ● × ● × × × ● ● ☁/☂ ☁

個人消費 ▲ ▲ × ● ● ● ● × ● ● × × × × ● × ▲ ● ● ▲ ☁ ☁

民間設備投資 ● ● ● × × ● ● ● × × × ● × × × × × ▲ ▲ ▲ ☂ ☂

住宅投資 × × × × × ● ● × ● × ● × ● ● ● × × ▲ ▲ ● ☁/☂ ☁/☂

公共投資 ● × × × ● ● ● × ● ● ● ● ● ● ● ● × ▲ ● ● ☁ ☁

雇用情勢 ● × × ● × ● ▲ × × × × ● × × × × × × × ● ☂ ☂

19.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 20.1 2 3 4 5 6 7 8

鉱工業生産指数 季調済・前月比 ● × ● × × ● ● × ● × × ● × ● × × × ● ●

常用労働者の賃金指数 名目・前年比 × ● ● × ● ● × ● × ● ● ● × × × × × × ●

百貨店・スーパー販売額 店舗調整前・前年比 × × × × × ● × × ● × × × × ● ● ● ● ● ●

家電大型専門店販売額 前年比 × ● ● ● ● ● × ● ● × × × × ● × ● ● ● ●

ドラッグストア販売額 前年比 ● ● ● ● ● ● ● ● ● × ● ● ● ● ● ● ● ● ●

ホームセンター販売額 前年比 × × × × ● ● × ● ● × × × × ● ● ● ● ● ●

コンビニエンスストア販売額 前年比 ● ● ● ● ● ● × ● × ● ● × ● ● × × × × ×

乗用車新車登録台数 ２車種計・前年比 ● ● × ● ● ● ● ● ● × × × × × × × × × × ×

軽乗用車新車販売台数 前年比 × ● × ● ● × ● ● ● × × × × × × × × × × ×

民間非居住用建築物床面積 非居住用・前年比 ● × × × × ● ● ● × × × ● × ● ● × × × × ×

トラック新車登録台数 ２車種計・前年比 ● ● ● ● ● ● ● ● ● × × × × × × × × × × ×

新設住宅着工戸数 前年比 × × × × × ● ● × ● × ● × ● ● ● × × × × ●

公共工事請負金額 前年比 ● × × × ● ● ● × ● ● ● ● ● ● ● ● × × ● ●

新規求人倍率（受理地別） 季調済・前月差 ● × ▲ ● × ● ● × × ● × ● × ● × × × × ● ●

有効求人倍率（受理地別） 季調済・前月差 ● × × ● × ● ▲ × × × × ● × × × × × × × ●

有効求人倍率（就業地別） 季調済・前月差 ● ● × ● × ● ▲ × × × × ● × × × × × × × ▲

常用雇用指数 全産業・前年比 ● × ● × × ▲ × ● × ● × ● × ● × ● ● × ●

所定外労働時間指数 製造業・前年比 ▲ × × × × × × × × × × × × × × × × × ×

企業倒産 負債総額・前年比(逆) ● × ● ● ● ● × ● ● ● ● ● × ● × × ● × ● ×

●＝前年比・前月比プラス、▲＝同横ばい、×＝同マイナス。ただし、「企業倒産」は逆表示。

【県内主要経済指標】

《ご参考》
県内景気の変化方向と基調判断の推移

【県内景気天気図】
基調判断

【変化方向】
●＝前月比上昇・好転
▲＝前月比横ばい
×＝前月比下降・悪化

【基調判断】
☀（晴れ）
☀/☁（晴れ一部曇り）
☁（曇り）
☁/☂（曇り一部雨）
☂（雨）

変　化　方　向
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１．概況…厳しい状態にあるものの、持ち直しの動きがみられる 

県内景気の現状 

県内製造業の生産活動を鉱工業生産指数でみると、前月に比べ低下した業種はなく、化学や輸送機械などが大幅に上昇したため、全体では２か月連続で大幅に

上昇している。 

需要面では、全店ベースの百貨店・スーパー販売額はウエイトの高い飲食料品をはじめ家庭用品や身の回り品、家電機器などが増加したため、全体では６か月

連続で前年を上回っている。また、大型専門店などの他の小売業態の販売額は、コンビニエンスストアが５か月連続で減少しているものの、ドラッグストアは９

か月連続、家電大型専門店は４か月連続、ホームセンターも６か月連続かつ大幅に増加しているため、小売業６業態計の売上高は６か月連続で増加している。こ

れは、「新しい生活様式」に関連した家電機器やインテリア、ガーデニング用品などが好調に推移したためとみられる。一方、乗用車の新車登録台数と軽乗用車の

販売台数は新型コロナウイルス感染症拡大に伴う家計収入の減少や将来不安などによる買い控えが続き、ともに 11 か月連続かつ大幅な減少となっている。また、

民間設備投資の指標である民間非居住用建築物着工床面積は５か月連続で減少しているものの、減少幅は大幅に縮小した。新設住宅着工戸数は５か月ぶりに増加

し、公共工事の請負金額は２か月連続で大幅に増加している。 

このような中、雇用情勢をみると、新規求人倍率は２か月連続で大幅上昇し、有効求人倍率も８か月ぶりに上昇したものの、４か月連続で１倍を下回っている。

また、常用雇用指数は２か月ぶりに上昇したが、製造業の所定外労働時間指数は 18か月連続かつ大幅に低下している。 

これらの状況をまとめると、製造業の生産活動はほとんどの業種で増産に転じ、持ち直しの動きがみられる。需要面では、乗用車の登録・販売台数は引き続き

前年を大幅に下回り、不振が続いているものの、小売業の売上高は全体に堅調に推移しているため、個人消費として均してみると持ち直していると考えられる。

また、投資需要では公共投資は引き続き堅調に推移し、住宅投資と民間設備投資も底入れの兆しがみられる。したがって県内景気の現状は、新型コロナウイルス

感染症拡大の影響により、厳しい状態にあるものの、持ち直しの動きがみられる。 

 

 

今後の景気動向 

県内製造業の生産活動は、内需に持ち直しの動きがみられ、さらにアジアや欧米向けの外需の回復を受け、全体に堅調な動きが広がり回復に向かうと思われる。

また、個人消費については「新しい生活様式」関連の商品やサービスの需要が根強いため、それに対応した業種、業態の業況の回復が全体をけん引し、緩やかな

がら回復基調に向かうと思われる。一方、民間設備投資や住宅投資などの投資需要は増加基調に転じるとみられるが、弱含みの低調な動きにとどまると考えられ

る。したがって今後の県内景気については、持ち直し色がより鮮明になってくると見込まれる。ただし、雇用面の悪化が消費や投資に悪影響を与えることが懸念

されるため、雇用情勢を引き続き注視する必要がある。 
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２．生産…「鉱工業生産指数」の前月比は２か月連続かつ大幅上昇 
・鉱工業生産指数（2015 年＝100）の「原指数」（2020 年７月）は 100.8、前

年同月比－13.6％となり、５か月連続かつ大幅に低下しているが、「季節調

整済指数」は 97.9、前月比＋11.6％で、２か月連続かつ大幅に上昇した。

季調済指数の３か月移動平均値（６月）は 88.6、前月比＋0.9％となり、５

か月ぶりに上昇した。今後の動向を注視する必要がある。 

・業種別季調済指数の水準は、100の水準を上回ったのは「生産用機械」（143.9）

や「化学」（127.7）、「プラスチック製品」（103.5）など。一方、「電子部品・

デバイス」（43.6）や「窯業・土石製品」（66.2）、「金属製品」（76.9）など

は極めて低い水準で推移。 

・前月との比較で、高ウエイトで上昇したのは、「化学」（前月比＋19.3％、化

粧品）や「輸送機械」（同＋23.6％、自動車部品）など。一方、低下した業

種はなかった。 

・「出荷指数」と「在庫指数（製品在庫）」は、出荷は 10か月連続かつ大幅に

低下（原指数 97.4、前年同月比－13.7％）、在庫は高水準ながら 14 か月ぶ

りに低下（同 121.8、同－0.2％）。業種別でみた在庫指数は「汎用・業務用

機械」などで大幅上昇（同＋59.9％）したが、「輸送機械」などで大幅低下

（同－85.8％）。 
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期

7-9月

期

10-12

月期

2020年

1-3月

期

4-6月

期

2020年

2月
3月 4月 5月 6月 7月

鉱工業総合 108.4 109.0 111.0 107.8 113.0 104.9 102.7 87.8 111.0 98.2 95.7 80.1 87.7 97.9

鉄鋼・非鉄金属 107.9 108.5 108.0 107.7 106.9 103.0 102.6 70.9 105.6 98.7 83.2 58.8 70.7 87.7

金属製品 94.4 95.6 96.0 95.1 92.0 89.2 83.7 71.3 94.5 80.4 72.9 66.3 74.7 76.9
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３．個人消費…「小売業６業態計売上高」は６か月連続で増加 
・「消費者物価指数（生鮮食品を除く総合／大津市／2015年＝100）」（20年８

月）は 101.6、前年同月比－0.8％、前月比－0.4％となり、前年同月比は５

か月連続で低下、前月比でも３か月連続で低下。 

・「可処分所得（大津市・勤労者世帯）」（７月）は 10か月連続かつ大幅に増加

した（前年同月比＋80.7％）。これは、特別定額給付金（新型コロナウイル

ス感染症緊急経済対策関連）によるものとみられる。「家計消費支出（同）」

は２か月連続で減少したが、減少幅は大きく縮小（同－16.3％→同－0.7％）。 

・「名目賃金指数（現金給与総額、事業所規模 30人以上、2015年＝100）」（７

月）は 113.7、同＋0.6％となり、「実質賃金指数」は 111.0、同＋0.7％で、

ともに７か月ぶりに上昇。 

・「百貨店・スーパー販売額（全店ベース＝店舗調整前、対象 102店舗）」（７

月）は、22,345百万円、前年同月比＋5.4％となり６か月連続で増加してい

る。品目別では、ウエイトの高い「飲食料品」は８か月連続で増加し（同＋

6.2％）、「家庭用品」は２か月連続で大幅増加（同＋24.3％）、「身の回り品」

も２か月連続かつ大幅増加（同＋20.3％）、「家電機器」も微増ながら２か月

連続で増加した（同＋0.5％）。一方、「衣料品」は 10か月連続で減少してい

る（同－8.8％）。また、「既存店ベース（＝店舗調整後）」では３か月連続で

増加（同＋6.5％）。品目別では「衣料品」（同－7.3％）を除き他の品目で増

加し、なかでも「家庭用品」（同＋28.4％）と「身の回り品」（同＋22.3％）

が大幅に増加した。これは、大津市にある百貨店の閉店セールの影響と考

えられる。 

・大型専門店では、ウエイトの高い「ドラッグストア」（全店ベース＝店舗調

整前、７月、206 店舗）は 7,075 百万円、同＋8.2％で９か月連続の増加、

「家電大型専門店」（同 42 店舗）は 4,639 百万円、同＋15.9％で４か月連

続かつ大幅に増加し、「ホームセンター」（同 64店舗）も 3,635百万円、同

＋10.8％で６か月連続かつ大幅に増加している。一方、「コンビニエンスス

トア」（同 558店舗）は 9,356百万円、同－9.7％となり５か月連続で減少。 

・これらの結果、「小売業６業態計売上高」（７月）は、47,050 百万円、同＋

4.8％となり６か月連続で増加している。これは、新型コロナウイルス対策

の「新しい生活様式」に関連したエアコンや空気清浄機、冷蔵庫などの家電

機器、家庭用調理器具やテレワーク用のインテリア、ガーデニング用品な

どが引き続き好調に推移したためとみられる。 
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小売業６業態計 1.8 0.3 0.3 2.0 3.1 -1.7 3.2 4.2 6.7 3.2 3.5 2.9 6.0 4.8

百貨店・スーパー(全店) 0.1 -2.8 -3.1 -1.1 -0.6 -1.7 3.4 3.9 5.3 3.9 2.4 0.9 1.5 5.4

大型専門店計 4.5 5.2 5.0 7.1 12.4 -4.1 6.5 15.2 13.9 6.0 13.5 13.5 18.5 11.1

コンビニエンスストア 2.3 1.1 2.3 2.3 -0.8 1.3 -2.0 -10.1 0.9 -6.8 -11.9 -12.0 -6.2 -9.7
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（％） 百貨店・スーパー、大型専門店、コンビニエンスストアの小売業態別販売額（前年同期（月）比）

（注）大型専門店計は、家電大型専門店とドラッグストア、ホームセンターの合計。
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（％） 大型専門店の業態別販売額の推移（前年同期（月）比）
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【ご参考】 

・８月の京都市内４百貨店の総売上高は 13,182百万円、前年同月比－24.7％

で、消費税率引き上げ直後の昨年の 10月以降、11か月連続の減少となって

いる。新型コロナウイルスの感染拡大や記録的な猛暑による外出控えなど

から、減少幅は前月よりやや拡大し、大幅の減少が続いている。 

 

 

 
 

 

・「乗用車新車登録台数（登録ナンバー別）」（８月）は、「普通乗用車（３ナン

バー車）」が 11 か月連続かつ大幅の減少となっているのに加え（1,246 台、

同－22.1％）、「小型乗用車（５ナンバー）」も低水準かつ５か月連続で大幅

に減少したため（963台、同－13.4％）、２車種合計では 11か月連続かつ大

幅の減少となっている（2,209 台、同－18.5％）。「軽乗用車」も 11 か月連

続の減少（1,538 台、同－19.9％）。これは、新型コロナウイルス感染症拡

大に伴う家計収入の減少や将来不安などによる買い控えが続いているもの

と考えられる。 

 

 
 

 

5,084 

3,994 

3,481 

624 

▲ 4.4

▲ 18.4

▲ 35.5

▲ 75.2 ▲ 71.1

▲ 24.3
▲ 21.1

▲ 24.7

▲ 100.0

▲ 80.0

▲ 60.0

▲ 40.0

▲ 20.0

0.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2020年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

【参考】京都市内４百貨店の総売上高の推移

高島屋 大丸 伊勢丹 藤井大丸 前年同月比（右目盛）

（百万円） （％）

13,183

（注）伊勢丹はＪＲ大阪駅内「ルクア1100」に入居する系列店舗分を含む。高島屋は洛西店を含む推計値。

（出所）日本百貨店協会調べ。
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普通乗用車 6.7 14.1 -1.0 8.3 17.1 -19.8 -13.4 -42.2 -16.7 -37.0 -57.6 -32.3 -29.0 -22.1

小型乗用車 2.2 6.9 -0.2 7.6 -1.1 -17.3 -1.5 -22.4 9.7 -10.5 -31.7 -24.4 -12.2 -13.4
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４．民間設備投資…「民間非居住用建築物着工床面積」は５か月連 

続で減少するも、減少幅は大幅縮小 
・「民間非居住用建築物着工床面積」（８月）は 71,124㎡、前年同月比－3.2％

で、５か月連続で減少しているが、減少幅は大幅に縮小。用途別にみると、

「サービス業用」は４か月ぶりに増加し（42,302㎡、同＋6.7％）、「商業用」

も２か月ぶりに大幅増加したものの（3,273 ㎡、同＋72.4％）、「鉱工業用」

が６か月連続で大幅に減少したため（19,706㎡、同－27.6％）、この３業用

計では５か月連続で減少（65,281㎡、同－5.1％）。 

・トラック新車登録台数（８月）は、「小型四輪トラック（４ナンバー車）」が

11 か月連続かつ大幅に減少しているのに加え（194 台、同－13.4％）、「普

通トラック（１ナンバー車）」が６か月連続かつ大幅に減少しているため

（133台、同－25.3％）、２車種合計では 11か月連続かつ大幅の減少となっ

ている（327台、同－18.7％）。 

 

 
（注）「鉱工業用」は、「鉱業、採石業、砂利採取業、建設業用」と「製造業用」の合計。 

   「商業用」は、「卸売業、小売業用」および「金融業、保険業用」「不動産業用」の合計。 

   「サービス業用」は、「電気・ガス・熱供給・水道業用」および「情報通信業用」「運輸業用」「宿泊業、飲食 

サービス業用」「教育、学習支援業用」「医療、福祉用」「その他のサービス業用」の合計。 

 

 

 
 

・㈱しがぎん経済文化センターが今年８月に実施した「県内企業動向調査」は

（有効回答数 367社）、今期７－９月期に設備投資を「実施」した（する）

割合は、前期を４ポイント上回り 41％となった。しかし次期 10－12月期は

29％と再び低下する見通し。当期の設備投資「実施」（予定を含む）企業の

主な投資内容は、「生産・営業用設備の更新」が再び最も多くなり（35％）、

次いで「車両の購入」（28％）となった。業種別にみると、製造業では引き

続き「生産・営業用設備の更新」（58％）、非製造業では「車両の購入」（37％）

が最も多い。 

 

 

2018年

7-9月期
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1-3月期
4-6月期 7-9月期

10-12月

期

2020年

1-3月期
4-6月期

2020年3

月
4月 5月 6月 7月 8月

サービス業用 41,429 45,506 41,111 113,812 95,616 120,747 40,395 59,006 24,150 6,471 9,774 18,093 42,302

商業用 33,571 23,696 32,302 30,368 15,125 13,216 15,685 9,963 5,698 5,036 4,951 7,863 3,273

鉱工業用 103,873 59,267 100,753 93,664 56,323 45,457 46,505 12,620 14,171 9,809 22,525 21,035 19,706

３業用計 40.0 -2.7 -22.9 33.0 6.4 39.7 -41.1 67.0 -32.9 -55.9 -38.2 -61.3 -5.1

非居住用 38.8 -8.0 -24.6 34.3 2.3 38.5 -35.4 100.2 -33.8 -58.1 -18.5 -56.2 -3.2
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期
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2020年
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期

4-6月

期

2020年
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合計 20.2 17.9 28.2 7.6 15.0 -11.5 -15.6 -27.5 -17.2 -15.7 -38.9 -26.9 -19.4 -18.7

普通トラック 48.0 12.4 27.7 7.4 11.7 -6.6 -6.1 -24.3 -7.9 -10.3 -16.7 -42.3 -24.2 -25.3

小型四輪トラック 5.9 22.1 28.5 7.7 17.3 -14.9 -21.2 -29.7 -22.9 -19.5 -54.6 -17.3 -16.8 -13.4
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（％） トラックの新車登録台数の推移（前年同期（月）比）

設備投資実施（20/7－9月期）の主な内容（複数回答）
【％】

合計
生産･営業用

設備の更新

生産･営業用
設備の新規

導入
土地購入

建物の増改

築
建物の新築 車両の購入

ＯＡ機器の購

入

ソフトウェアの

購入
その他

全体 181 35 26 10 13 6 28 24 18 4
製造業 74 58 35 7 11 5 15 11 10 3
非製造業 107 19 20 12 15 6 37 33 23 5
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５．住宅投資…「新設住宅着工戸数」は５か月ぶりに増加 
・「新設住宅着工戸数」（８月）は 649戸、前年同月比＋4.5％となり、５か月

ぶりに増加した。 

・利用関係別では、「貸家」は 208戸、同－10.0％で、２か月連続かつ大幅に

減少したが（大津市 80 戸など）、「持家」は 351 戸、同＋7.0％となり５か

月ぶりに増加（大津市 82戸など）。「分譲住宅」は 88戸、同＋41.9％で、２

か月ぶりに大幅増加し（大津市 44戸など）、うち「分譲マンション」は２か

月連続で申請がなく、すべて「一戸建て」で２か月ぶりに増加（前年差＋26

戸）。「給与住宅」は２戸（すべて大津市）。 

・新設住宅着工の「床面積」（８月）は 62,516㎡、前年同月比＋5.2％で、５

か月ぶりに増加。 

・利用関係別では、「貸家」は 10,595㎡、同－16.5％で、４か月ぶりに大幅減

少したが、「持家」は 42,279㎡、同＋6.1％で、５か月ぶりに増加、「分譲住

宅」は 9,447㎡、同＋37.8％で、２か月ぶりに大幅増加。 

・８月の分譲マンション新規販売率（１月からの新規販売戸数累計：209戸／

同新規供給戸数累計：309 戸）は 67.6％となり、好不調の境目といわれる

70％を４か月連続で下回っている（参考：近畿全体では 78.2％）。平均住戸

面積は 73.18㎡、平均販売価格は 3,988万円。 
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滋賀県
【新設住宅】利用関係別戸数（単位：戸）
月次集計：2020年8月
CODE 県郡市町名 利用関係計 持家 貸家 給与住宅 分譲住宅

滋賀県計 649 351 208 2 88
市部計 623 329 208 2 84
郡部計 26 22 0 0 4

201 大津市 208 82 80 2 44
202 彦根市 34 30 2 2
203 長浜市 20 19 0 1
204 近江八幡市 31 19 8 4
206 草津市 60 33 17 10
207 守山市 40 31 0 9
208 栗東市 60 20 35 5
209 甲賀市 40 25 14 1
210 野洲市 20 20 0 0
211 湖南市 26 6 18 2
212 高島市 41 7 34 0
213 東近江市 31 26 0 5
214 米原市 12 11 0 1
380 蒲生郡 10 10 0 0 0
383 日野町 8 8
384 竜王町 2 2
420 愛知郡 9 5 0 0 4
425 愛荘町 9 5 4
440 犬上郡 7 7 0 0 0
441 豊郷町 1 1
442 甲良町 2 2
443 多賀町 4 4

2018年

7-9月

期

10-12

月期

2019年

1-3月

期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2020年

1-3月

期

4-6月
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2020年

3月
4月 5月 6月 7月 8月

分譲住宅 48,840 63,999 34,316 45,184 49,189 46,251 56,433 41,578 25,685 15,783 9,589 16,206 8,913 9,447

給与住宅 380 1,776 128 1,707 133 3,189 339 35 0 35 0 0 545 195

貸家 32,594 43,071 25,288 26,923 35,108 39,910 27,766 26,568 11,922 8,039 7,808 10,721 9,336 10,595

持家 132,610 150,568 118,566 149,987 135,021 132,082 119,267 120,763 47,230 36,853 40,231 43,679 44,734 42,279
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（㎡） 新設住宅着工床面積の推移（利用関係別）
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期

10-12
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2020年
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期

4-6月

期

2020年

3月
4月 5月 6月 7月 8月

合計 -9.2 19.5 -11.3 -2.1 2.3 -14.6 14.3 -15.6 22.1 -29.0 -11.2 -3.8 -22.1 5.2

持家 3.2 4.7 4.6 8.8 1.8 -12.3 0.6 -19.5 11.8 -29.0 -13.1 -15.6 -9.5 6.1

貸家 -25.5 41.2 -43.5 -9.1 7.7 -7.3 9.8 -1.3 -2.3 -23.3 18.5 8.9 3.1 -16.5

分譲住宅 -23.4 49.6 -19.7 -25.9 0.7 -27.7 64.5 -8.0 70.9 -29.9 -19.3 50.3 -61.1 37.8
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６．公共投資…「請負金額」は２か月連続で大幅増加 
・西日本建設業保証㈱の保証による公共工事の保証件数（８月）は 148 件、

前年同月比＋2.8％で、２か月ぶりに増加した。請負金額は約 77 億円、同

＋14.0％で、２か月連続で大幅増加。 

・発注者別請負金額は、 

 「国」：約３億円、前年同月比－37.8％ 

(４月からの年度累計：約57億円、前年同期比＋19.3％） 

 「独立行政法人」：約３億円、同－79.0％ 

（同：約72億円、同－30.3％） 

「県」：約 38億円、同＋83.5％ 

（同：約324億円、同＋30.9％） 

「市町」：約 29億円、同＋15.6％ 

（同：約268億円、同＋26.3％） 

「その他」：約３億円、同＋59.2％ 

（同：約15億円、同－44.2％） 

 

《20年８月の主な大型工事（３億円以上）》 

 県 ：琵琶湖流域下水道湖西浄化センター受変電設備他改築更新工事（工

事場所：大津市、請負総額：約 15億円） 

    同上浄化センター汚泥処理設備改築更新工事（同：大津市、同：約 14 

億円） 
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2018年7-9

月期
10-12月期

2019年1-3

月期
4-6月期 7-9月期 10-12月期

2020年1-3

月期
4-6月期 2020年3月 4月 5月 6月 7月 8月

国 2,844 611 1,900 3,184 2,833 2,234 5,903 3,789 1,362 1,407 1,361 1,021 1,560 327

独立行政法人 1,721 146 1,474 7,481 5,260 2,480 3,003 6,614 2,970 4,705 1,836 73 248 293

県 7,997 8,183 5,524 18,158 10,300 13,624 11,514 23,863 8,972 13,122 6,498 4,243 4,748 3,819

市町 10,343 9,976 7,067 14,288 9,448 19,373 11,770 17,519 1,841 11,922 1,679 3,918 6,347 2,937

その他 372 924 1,179 2,133 963 475 2,091 941 1,358 135 251 555 261 285
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（百万円） 公共工事請負額の発注者別の推移

23,282

19,847

17,148
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2018年
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期

7-9月

期

10-12

月期

2020年

1-3月

期

4-6月

期

2020年

3月
4月 5月 6月 7月 8月

国 -0.1 -2.1 -1.9 0.5 -0.0 8.2 23.3 1.3 8.9 1.5 -0.7 3.8 4.4 -3.0

独立行政法人 -2.0 -3.4 4.8 9.6 15.2 11.8 8.9 -1.9 18.0 0.9 5.1 -17.6 -9.7 -16.4

県 -0.7 1.0 -0.1 12.0 9.9 27.4 34.9 12.6 78.2 11.4 13.8 13.6 1.9 25.8

市町 -39.3 14.6 -30.1 -8.0 -3.8 47.3 27.4 7.1 -15.0 35.9 -32.2 -0.8 16.7 5.9

その他 -0.2 1.2 -3.2 -2.6 2.5 -2.3 5.3 -2.6 4.6 -4.2 -1.3 -1.1 -0.8 1.6

合計 -42.4 11.2 -30.5 11.5 23.8 92.4 99.9 16.5 94.8 45.6 -15.3 -2.2 12.5 14.0
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19/3 20/3 19/4 20/4 19/5 20/5 19/6 20/6 19/7 20/7 19/8 20/8

国 604 1,362 1,087 1,407 1,456 1,361 641 1,021 1,049 1,560 526 327

独立行政法人 1,447 2,970 4,509 4,705 1,131 1,836 1,841 73 1,383 248 1,395 293

県 2,343 8,972 10,667 13,122 4,611 6,498 2,880 4,243 4,527 4,748 2,081 3,819

市町 3,113 1,841 4,196 11,922 6,090 1,679 4,002 3,918 4,387 6,347 2,541 2,937

その他 967 1,358 1,036 135 427 251 670 555 355 261 179 285
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（百万円） 公共工事請負額の発注者別月別前年比較
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７．雇用…「有効求人倍率」は４か月連続で１倍を下回る 
・「新規求人数（パートを含む）」（８月）は 6,632人、前年同月比－16.8％で、

８か月連続かつ大幅に減少したが、「新規求職者数（同）」は 4,303人、同＋

3.8％で、３か月連続で増加。 

・「新規求人倍率（パートを含む、季節調整値）」は 1.62倍で前月に比べ２か

月連続で大幅上昇（前月差＋0.23ポイント）、「有効求人倍率（同）」は 0.82

倍で８か月ぶりに上昇したものの（同＋0.01ポイント）、４か月連続で１倍

を下回っている。また、「就業地別」の有効求人倍率は前月と同じ 0.98 倍

で、２か月連続で１倍を下回っている。 

・雇用形態別の有効求人倍率（原数値）は、「常用パート」が 0.87倍で前月に

比べ上昇したが（同＋0.06ポイント）、「正社員」は 0.52倍で８か月連続の

低下（同－0.01ポイント）。 

・県内安定所別の有効求人倍率（パートを含む、原数値）を高い順にみると、 

「彦根」：1.07倍で、８か月ぶりに上昇（同＋0.05ポイント）。 

「大津」：0.83倍で、８か月ぶりに上昇（同＋0.05ポイント）。 

「草津」：0.77倍で、６か月連続で低下（同－0.02ポイント）。 

「高島」：0.75倍で、３か月連続で上昇（同＋0.06ポイント）。 

「長浜」：0.69倍で、２か月連続で上昇（同＋0.02ポイント）。 

「東近江」：0.67倍で前月と同じ。 

「甲賀」：0.65倍で、２か月連続で上昇（同＋0.01ポイント）。 

・産業別の「新規求人数」は、 

 「建設業」：413人、前年同月比＋0.5％で、５か月ぶりに増加。 

 「製造業」：779人、同－47.5％で、19か月連続かつ大幅に減少。 

 「卸売・小売業」：726人、同－25.6％で、８か月連続かつ大幅に減少。 

 「医療、福祉」：1,858人、同－1.1％で、５か月連続で減少。 

 「サービス業」：696人、同－34.6％で、11か月連続で大幅減少。 

 「公務、その他」：459人、同＋43.0％で、３か月連続で大幅増加。 

・「雇用保険受給者実人員数」は 6,963人、同＋41.4％で、４か月連続かつ大

幅に増加。 

・「常用雇用指数（事業所規模 30人以上、2015 年＝100）」（７月）は、100.0、

同＋1.7％で、２か月ぶりに上昇。「製造業の所定外労働時間指数（同）」は

63.2、同－37.5％で、18か月連続かつ大幅に低下。 

・「完全失業率」（20年４－６月期）は2.1％で、２四半期連続で上昇（前

期比＋0.1ポイント）。 
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期
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2020

年2月
3月 4月 5月 6月 7月 8月

新規求人数 -2.8 0.7 -3.0 -3.5 -2.3 4.2 -12.8 -32.6 -4.8 -12.1 -34.9 -35.2 -27.8 -29.7 -16.8
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（％） 新規求人数と新規求職者数の推移（パートを含む）（前年同期（月）比）
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2019

年1

月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2020

年1

月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

新規求人倍率 1.85 2.02 2.10 2.07 2.09 2.17 2.01 2.07 1.97 2.11 1.98 2.03 2.12 2.04 2.04 2.12 1.97 1.83 2.08 1.95 2.32 1.61 1.92 1.81 1.46 1.33 1.23 1.39 1.62

有効求人倍率（受理地別） 1.37 1.37 1.38 1.40 1.39 1.41 1.39 1.41 1.34 1.37 1.37 1.36 1.37 1.36 1.35 1.35 1.35 1.32 1.32 1.31 1.37 1.27 1.25 1.14 1.08 0.93 0.83 0.81 0.82

有効求人倍率（就業地別） 1.68 1.67 1.68 1.71 1.72 1.73 1.71 1.72 1.65 1.67 1.68 1.67 1.68 1.66 1.65 1.65 1.63 1.61 1.59 1.59 1.65 1.51 1.49 1.38 1.31 1.13 1.01 0.98 0.98
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（出所:滋賀労働局） 

 

 

 

 

2018

年4

月

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2019

年1

月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2020

年1

月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

大津 1.00 1.05 1.10 1.11 1.06 1.13 1.14 1.22 1.26 1.36 1.35 1.22 1.06 1.10 1.12 1.12 1.13 1.13 1.15 1.26 1.50 1.40 1.26 1.11 0.92 0.79 0.78 0.78 0.83

高島 0.95 1.03 0.95 1.00 0.94 0.87 0.90 0.92 1.03 1.22 1.21 1.06 0.88 0.88 0.95 1.02 0.93 0.89 0.84 0.89 1.38 1.37 1.08 0.88 0.68 0.61 0.62 0.69 0.75

長浜 1.25 1.20 1.20 1.26 1.27 1.33 1.43 1.45 1.43 1.40 1.35 1.32 1.27 1.23 1.34 1.31 1.29 1.26 1.25 1.32 1.34 1.33 1.26 1.13 0.87 0.74 0.65 0.67 0.69

彦根 1.97 1.91 2.11 2.15 2.17 2.04 1.88 1.93 2.01 2.00 1.98 1.78 1.67 1.70 1.82 1.80 1.75 1.75 1.71 1.79 1.98 1.86 1.76 1.55 1.41 1.34 1.09 1.02 1.07

東近江 1.15 1.13 1.06 1.19 1.23 1.21 1.25 1.44 1.55 1.66 1.58 1.41 1.19 1.09 1.13 1.19 1.18 1.19 1.17 1.18 1.40 1.35 1.32 1.09 0.88 0.68 0.65 0.67 0.67

甲賀 1.22 1.25 1.32 1.25 1.32 1.39 1.41 1.33 1.36 1.47 1.40 1.29 1.11 1.13 1.10 1.21 1.25 1.24 1.15 1.07 1.37 1.29 1.20 0.98 0.83 0.70 0.63 0.64 0.65

草津 1.23 1.20 1.25 1.35 1.37 1.36 1.40 1.48 1.53 1.68 1.72 1.62 1.31 1.22 1.26 1.34 1.33 1.28 1.36 1.40 1.64 1.56 1.66 1.39 1.05 0.88 0.82 0.79 0.77
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（倍） 県内の安定所別の有効求人倍率の推移（パートを含む、原数値）
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月期
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期

2020

年 3

月

4月 5月 6月 7月 8月

産業計（その他の産業を含む） -2.8 0.7 -3.0 -3.5 -2.3 4.2 -12.8 -32.6 -12.1 -34.9 -35.2 -27.8 -29.7 -16.8

製造業 -1.4 -1.7 -8.4 -10.0 -14.9 -19.5 -27.5 -48.9 -19.1 -46.1 -57.3 -41.9 -48.5 -47.5
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（％） 産業別新規求人数の推移①（前年同期（月）比）
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2020年

3月
4月 5月 6月 7月 8月

卸売・小売業 -9.7 3.3 -9.6 -5.7 1.8 -0.5 -21.0 -27.1 -24.2 -14.0 -27.8 -38.0 -26.1 -25.6

医療、福祉 -5.4 0.9 2.9 -1.5 11.4 9.7 1.6 -14.9 5.8 -24.7 -17.5 -0.2 -24.9 -1.1

サービス業 1.1 0.1 -2.7 -8.9 -5.1 -18.2 -25.7 -39.9 -26.0 -46.2 -37.0 -34.9 -45.3 -34.6
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（％） 産業別新規求人数の推移②（前年同期（月）比）
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2018

年7-9

月期

10-12

月期

2019

年1-3

月期

4-6月

期

7-9月

期

10-12

月期

2020

年1-3

月期

4-6月

期

2020

年 3

月

4月 5月 6月 7月 8月

建設業 -0.2 0.4 0.0 0.6 1.0 0.0 -0.5 -0.4 0.1 -0.2 -0.5 -0.6 -1.9 0.0

製造業 -0.3 -0.3 -1.3 -1.9 -2.9 -3.5 -4.1 -8.5 -2.9 -7.3 -11.6 -6.8 -8.1 -8.8

卸売・小売業 -1.2 0.3 -1.0 -0.7 0.2 0.0 -2.0 -3.2 -2.6 -1.5 -3.2 -4.8 -2.9 -3.1

医療、福祉 -1.1 0.2 0.5 -0.3 2.2 1.9 0.3 -3.0 1.1 -5.4 -3.4 0.0 -5.9 -0.3

サービス業 0.1 0.0 -0.3 -1.3 -0.7 -2.4 -3.2 -5.3 -3.4 -6.9 -4.6 -4.4 -6.5 -4.6

公務、他 3.7 6.8 -0.3 0.0 -0.4 7.9 1.0 0.1 -0.5 -0.3 -1.3 1.8 2.8 1.7

産業計（その他の産業を含む） -2.8 0.7 -3.0 -3.5 -2.3 4.2 -12.8 -32.6 -12.1 -34.9 -35.2 -27.8 -29.7 -16.8
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（％） 新規求人数の産業別寄与度の推移（前年同期（月）比）

2018年

7-9月期

10-12月

期

2019年

1-3月期
4-6月期 7-9月期

10-12月

期

2020年
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・新規求職者（常用）の就業・不就業の状態別内訳の中から、「事業主都合」

による離職者の推移をみると、８月は 561 人、前年同月比＋90.8％の大幅

増となった。リーマン・ショック直後の 08 年から 09 年にかけての状況に

比べると水準は低いが、今後の動向を注視する必要がある。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ご参考】 

・厚生労働省の「新型コロナウイルス感染症に起因する雇用への影響に関す

る情報」によると、10 月２日現在、新型コロナウイルス感染症に起因する

「解雇等見込み労働者数」は全国で 63,347 人、滋賀県で 402 人となった。

近隣の府県と比較すると、「解雇等見込み労働者数」は近隣府県の中では最

も少ないが、今後の動向を注視する必要がある。 

・この数値は、厚生労働省が都道府県労働局の聞き取りや公共職業安定所に

寄せられた相談・報告等をもとに把握、集計したもので網羅的なものでは

ない。「解雇等見込み労働者数」は、都道府県労働局及びハローワークに対

して相談があった事業所等において解雇・雇止め等の予定がある労働者で、

一部既に解雇・雇止めされたものも含まれている。 
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新型コロナウィルスに関連した雇用調整の状況（5/29から10/2集計分までの累計）

【近隣の府県別】

（人）

（資料）厚生労働省職業安定局雇用政策課
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８．企業倒産…「負債総額」は２か月ぶりに前年を上回る 
・㈱東京商工リサーチ滋賀支社のまとめによる「負債総額 10百万円以上」の

８月の倒産件数は６件で（前年差－１件）、３か月ぶりに前年を下回ったが、

負債総額は約 516百万円（同＋206百万円）で、２か月ぶりに前年を上回っ

た。 

・業種別では「サービス業他」が３件、「小売業」「不動産業」「運輸業」が各

１件ずつ。原因別ではすべて「販売不振」。資本金別では６件中４件が「１

千万円未満」。 

 

【20年８月の県内の主な倒産】 

商 号 負債額 

（百万円） 

倒産原因 倒産形態 業 種 

㈱料和 250 販売不振 破産法 

（新型コロ

ナ関連） 

飲食店経営 

㈱ショフル 130 販売不振 破産法 ブティック、

飲食店経営 
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９．県内主要観光地の観光客数 
【①大津地域】 

  ミシガン＋ビアンカ………………20年８月 6,724人（前年比－68.8％） 

  道の駅：びわ湖大橋米プラザ…………８月  62,967人（同＋3.1％） 

道の駅：妹子の郷………………………８月  98,000人（同＋4.3％） 

比叡山ドライブウェイ…………………８月  51,177人（同＋2.5％） 

 奥比叡ドライブウェイ…………………８月 25,275人（同－8.0％） 

 びわ湖バレイ……………………………８月  86,387人（同－8.0％） 

  

【②南部地域】 

県立琵琶湖博物館………………………８月  28,061人（同－66.9％） 

 道の駅：草津……………………………８月  21,848人（同＋4.2％） 

 道の駅：こんぜの里りっとう…………８月   2,641人（同－9.6％） 

ファーマーズマーケットおうみんち……８月  40,691人（同＋16.6％） 

びわ湖鮎家の郷…………………………８月   1,500人（同－91.1％） 

 

【③甲賀地域】 

 県立陶芸の森……………………………８月  29,955人（同＋21.8％） 

  ＭＩＨＯ ＭＵＳＥＵＭ………………８月  2,884人（同－87.0％） 

 道の駅：あいの土山……………………８月  10,050人（同－2.9％） 

 

【④東近江地域】 

ラ コリーナ近江八幡 …………………８月 269,886人（同－15.1％） 

休暇村 近江八幡………………………８月   7,162人（同－42.3％） 

安土(城郭資料館＋信長の館)…………８月   6,012人（同－44.1％） 

道の駅：竜王かがみの里………………８月  58,531人（同－7.7％） 

道の駅：アグリパーク竜王……………８月  71,815人（同＋25.1％） 

道の駅：奥永源寺渓流の里……………８月 42,776人（同＋3.0％） 

道の駅：あいとうﾏｰｶﾞﾚｯﾄｽﾃｰｼｮﾝ ……８月  85,247人（同＋6.4％） 

 滋賀農業公園ブルーメの丘……………８月  37,128人（同－20.6％） 

  

 

 

 

 

【⑤湖東地域】 

彦根城……………………………………８月 30,560人（同－55.4％） 

かんぽの宿 彦根………………………８月  1,252人（同－82.7％） 

道の駅：せせらぎの里こうら…………８月 18,965人（同＋21.9％） 

 

【⑥湖北地域】 

  道の駅：近江母の郷……………………８月 23,200人（同＋2.1％） 

長浜城……………………………………８月  5,401人（同－52.4％） 

 長浜｢黒壁スクエア｣……………………８月104,287人（同－55.2％） 

 道の駅：伊吹の里・旬彩の森…………８月 44,379人（同＋14.7％） 

  道の駅：塩津海道あぢかまの里………８月 41,070人（同＋19.5％） 

 

【⑦湖西地域】 

 県立びわ湖こどもの国…………………８月 21,890人（同－22.6％） 

  道の駅：藤樹の里あどがわ……………８月 86,451人（同＋3.0％） 

 道の駅：くつき新本陣 ………………８月 38,238人（同＋8.3％） 

 道の駅：マキノ追坂峠…………………８月 23,129人（同－3.2％） 

 

【⑧その他】 

主要３シネマコンプレックス…………８月 30,878人（同－57.5％） 
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《トピックス》 

【令和元（2019）年滋賀県観光入込客統計調査結果】 
－延観光客数および外国人延観光客数ともに過去最高
を更新－ 

 

◆令和元年は、改元に伴う神社仏閣参拝者が増えたこと、さらに連続テレビ

小説「スカーレット」の放送でメディア等に発信される機会が増えたこと

により、「陶芸の森」（前年比＋23％）や近隣施設の「MIHO MUSEUM」

（同＋47％）の日帰り客数が大幅に増加した。また、令和２年放送の大河

ドラマ「麒麟がくる」に関連付けた滋賀県観光キャンペーン「戦国ワンダ

ーランド滋賀・びわ湖」の展開等により、日帰り客数および宿泊客数を合

計した延観光入込客数は、前年より1,499,900人多い54,036,100人（同＋

2.9％）となり過去最高を更新した。 

◆宿泊客数についても、新規宿泊施設開業等の要因により、前年より89,400

人（同＋2.2％）の増加となり過去最高を更新した。 

◆外国人延観光入込客数については、平成30年と比較し宿泊客数が若干減少

（同▲2.4％）したものの、「白鬚神社」（同＋77％）や「彦根城」（同

＋11％）などの歴史的文化遺産への入込客数が大幅に増加し、前年より

69,488人多い670,464人（同＋11.6％）となり過去最高を記録した。 
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2020年
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①大津地域小計（6か所） -6.9 25.8 51.7 1.6 -7.0 -5.1 -9.7 -61.7 -12.5 -62.3 -78.1 -35.4 -32.4 -5.0

②南部地域小計（5か所） 1.6 -1.3 5.1 4.2 2.0 0.8 -20.3 -51.3 -45.4 -57.6 -61.7 -32.6 -38.3 -40.9

③甲賀地域小計（3か所） -3.5 0.8 12.2 41.9 18.6 23.9 5.0 -75.5 -47.3 -83.0 -91.4 -7.4 -27.0 -24.9

④東近江地域小計（8か所） 0.3 6.5 9.6 9.1 2.5 1.0 -5.5 -60.9 -31.7 -67.8 -77.7 -30.6 -12.0 -8.2
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（％） 県内主要観光地の入込客数の推移（前年同期（月）比）①

※①大津地域小計に含まれる［道の駅：妹子の郷］は、台風の影響で17年10月から18年3月まで営業停止
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⑤湖東地域小計（3か所） -17.4 -7.1 -4.1 11.9 2.5 1.9 -21.0 -79.6 -51.5 -83.5 -88.4 -54.1 -38.7 -44.4

⑥湖北地域小計（5か所） -6.5 -0.1 1.6 -4.6 -4.8 -6.6 -19.5 -67.2 -38.7 -72.0 -78.8 -39.5 -26.8 -35.8

⑦湖西地域小計（4か所） -8.8 4.8 -3.8 7.8 1.5 3.4 7.0 -50.9 0.7 -54.5 -71.3 -12.8 -11.8 -1.0
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（％） 県内主要観光地の入込客数の推移（前年同期（月）比）②
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◆観光入込客数が最も多かったのは、たねやグループの「ラ コリーナ 近江

八幡」（近江八幡市）で、客数を伸ばし（3,110千人→3,227千人）、昨年

に続き１位となった。２位も、昨年と同じく「黒壁ガラス館」（長浜市）

（2,228千人）となった。 

 

 

 
 

 

 

 

 

平成22 23 24 25 26 27 28 29 30 令和元

宿泊客数 299 324 296 321 333 383 378 387 399 408

日帰り客数 4,058 4,412 4,123 4,202 4,300 4,411 4,699 4,861 4,854 4,995
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5,000
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（万人）

（年）

県内の観光入込客数の推移（10年間）

日帰り客数 宿泊客数

4,633

5,077

4,736

4,357 4,419 4,523

5,254

4,794

5,404
5,248

入込客数ベスト１０の観光地（10年間）

順位 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 （千人）

1

黒壁ガラス館 黒壁ガラス館 黒壁ガラス館 多賀大社 黒壁ガラス館 黒壁ガラス館 ラ　コリーナ
近江八幡

ラ　コリーナ
近江八幡

ラ　コリーナ
近江八幡

ラ　コリーナ
近江八幡 3,227

2

多賀大社 多賀大社 多賀大社 黒壁ガラス館 多賀大社 ラ　コリーナ
近江八幡

黒壁ガラス館 黒壁ガラス館 黒壁ガラス館 黒壁ガラス館

2,228

3

道の駅「藤樹
の里あどが
わ」

江・浅井三姉
妹博覧会

道の駅「藤樹
の里あどが
わ」

道の駅「藤樹
の里あどが
わ」

道の駅「藤樹
の里あどが
わ」

多賀大社 多賀大社 多賀大社 多賀大社 多賀大社

1,783

4

彦根城 豊公園 彦根城 希望が丘文化
公園

豊公園 道の駅「藤樹
の里あどが
わ」

道の駅「藤樹
の里あどが
わ」

道の駅「藤樹
の里あどが
わ」

道の駅「藤樹
の里あどが
わ」

道の駅「藤樹
の里あどが
わ」

855

5

希望が丘文化
公園

長濱オルゴー
ル堂

日牟禮八幡宮 彦根城 希望が丘文化
公園

希望が丘文化
公園

希望が丘文化
公園

彦根城 希望が丘文化
公園

希望が丘文化
公園 844

6

比叡山ドライ
ブウェイ

彦根城 比叡山ドライ
ブウェイ

日牟禮八幡宮 彦根城 彦根城 道の駅「妹子
の郷」

希望が丘文化
公園

草津川跡地公
園（区間２・
区間５）

道の駅「妹子
の郷」 837

7

日牟禮八幡宮 道の駅「藤樹
の里あどが
わ」

希望が丘文化
公園

道の駅「竜王
かがみの里」

道の駅「竜王
かがみの里」

道の駅「竜王
かがみの里」

彦根城 道の駅「竜王
かがみの里」

彦根城 道の駅「あい
とうﾏｰｶﾞﾚｯﾄｽ
ﾃｰｼｮﾝ」

782

8

八幡堀 比叡山ドライ
ブウェイ

八幡堀 八幡堀 日牟禮八幡宮 日牟禮八幡宮 道の駅「竜王
かがみの里」

道の駅「妹子
の郷」

道の駅「竜王
かがみの里」

草津川跡地公
園（区間２・
区間５）

775

9

豊公園 希望が丘文化
公園

道の駅「あい
とうﾏｰｶﾞﾚｯﾄｽ
ﾃｰｼｮﾝ」

比叡山ドライ
ブウェイ

八幡堀 比叡山ドライ
ブウェイ

日牟禮八幡宮 日牟禮八幡宮 道の駅「あい
とうﾏｰｶﾞﾚｯﾄｽ
ﾃｰｼｮﾝ」

彦根城

767

10

長濱オルゴー
ル堂

日牟禮八幡宮 延暦寺 矢橋帰帆島公
園

矢橋帰帆島公
園

道の駅「あい
とうﾏｰｶﾞﾚｯﾄｽ
ﾃｰｼｮﾝ」

道の駅「あい
とうﾏｰｶﾞﾚｯﾄｽ
ﾃｰｼｮﾝ」

びわ湖バレイ 道の駅「妹子
の郷」

日牟禮八幡宮

715

（資料：「滋賀県観光入込客統計調査」）
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【「令和２年地価調査」による県内地価動向】 

－住宅地は下落幅拡大、商業地と工業地は７年ぶりの下落－ 

（「地価調査による地価」：７月１日現在、県内 383 地点の基準地の１㎡当た

りの価格） 

◆全用途の平均変動率は、▲1.1％（前年▲0.4％）となり、平成21年から12

年連続でマイナスとなった。滋賀県の地価は平成21年以降下落が続いてお

り、下落幅は平成29年から令和元年は同率（▲0.4％）だったが、今年は

新型コロナウイルス感染症の影響等により下落幅が大きく拡大した。特

に、緊急事態宣言発令後は不動産取引が停滞し、結果として、前半（令和

元年７月１日から令和２年１月１日）の上昇に対して、後半（令和２年１

月１日から令和２年７月１日）は下落に転じた。 

 

◆住宅地の平均変動率は▲1.5％となり、12年連続の下落となった。下落幅

は平成29年から令和元年までは同率（▲0.8％）だったが、本年は下落幅

が大きく拡大した。また、前年からの継続地点255地点のうち、価格が上

昇した地点が36地点（前年の49地点から13地点減少）、横ばい地点が30地

点（前年の24地点から６地点増加）、下落地点が189地点（前年の182地点

から７地点増加）となった。大津・南部地域では、草津市（＋0.3％（前

年＋1.2％））、守山市（＋0.1％（前年＋1.3％））、野洲市（＋0.3％（前年

＋1.0％））の３市の平均変動率は前年に続いてプラスとなったが、大津市

は▲1.0％（前年▲0.4％）、栗東市は▲0.4％（前年▲0.2％）と前年に続

きマイナスとなった。なお、住宅地については、新型コロナウイルス感染

症の影響等により、上昇が継続した３市においても上昇幅が縮小し、下落

が継続している２市についても下落幅が拡大する結果となった。ＪＲ東海

道本線各駅徒歩圏の地域は供給が少なく、希少性が高いことから上昇傾向

が継続している地点も多くみられたが、新型コロナウイルス感染症の影響

等から、ほぼ全ての上昇 地点で上昇幅が縮小した。 その他の地域では、

全ての市町の平均変動率がマイナスとなっており、特に人口が減少してい

る地域や利便性の低い地域、また、開発から期間の経過した住宅団地等で

は従来から下落基調が続いており、下落幅が拡大した地点も多くみられ

た。 
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◆商業地の平均変動率は▲0.5％（前年＋0.4％）となり、平成25年以来７年

ぶりに下落に転じた。また、前年からの継続地点89地点のうち、価格が上

昇した地点が26地点（前年の36地点から10地点減少）、横ばい地点が19地

点（前年の16地点から３地点増加）、下落地点が44地点（前年の 38地点

から６地点増加）となった。大津・南部地域では全ての市の平均変動率が

プラス（大津市：＋0.4％（前年＋2.0％）、草津市：＋1.3％（前年＋

3.9％）、守山市：＋1.2％（前年＋2.6％）、栗東市：＋0.4％（前年＋

1.4％）、野洲市：＋1.1％（前年＋2.0％））となったが、新型コロナウ

イルス感染症の影響等により、上昇幅は前年より大きく縮小した。ＪＲ線

主要駅周辺の商業地域や繁華な路線商業地域、マンション建設に適した地

域などで上昇傾向が継続している地点も多くみられたが、新型コロナウイ

ルス感染症の影響等から、ほぼ全ての上昇地点で上昇幅が縮小した。その

他の地域では、近江八幡市が＋0.1％（前年＋0.1％）と４年連続でプラス

となったほか、日野町が▲0.2％（前年0.0％）と横ばいから下落に転じ

た。その他の市町については、郊外の大型商業施設等への顧客流出に伴う

集客力の低下、人口減少、高齢化の影響等により従来から下落基調が続い

ており、下落幅が拡大した地点も多くみられた。 

 

◆工業地の平均変動率は▲0.1％（前年＋0.9％）となり、平成25年以来７年

ぶりに下落に転じた。前年からの継続地点20地点のうち、大津・南部地域

では３地点が上昇、３地点が横ばいとなり、下落地点はなかった。その一

方で、甲賀・東近江・湖東・湖北地域では７地点が横ば い、７地点が下

落となった。 

 

◆宅地見込地の平均変動率は▲0.4％（前年＋0.1％）となり、上昇から下落に

転じた。前年からの継続地点 11地点のうち、大津・南部地域では４地点（前

年４地点）が上昇、横ばいはなく（前年０地点） 、１地点（前年１地点）

が下落となった。その他の地域では６地点が下落となってい る。なお、長

浜市（▲2.6％）、甲賀市（▲2.0％）、高島市（▲3.0％）の３地点は下落

幅が２％以上となっている。  
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地価調査よる地価の用途別平均変動率の推移

住宅地 商業地 工業地

【県内の価格上位５】（１㎡当たりの価格）

◆住宅地

順位 所在と地番 価格（円） 上昇率（％） 前年順位

① 大津市一里山３丁目字茶屋前1356番56 161,000 0.6 ①

② 大津市中央３丁目８番 142,000 0.7 ②

③ 大津市大将軍３丁目字川原532番５ 141,000 0.0 ②

④ 大津市朝日が丘１丁目字梅林838番28 140,000 0.7 ④

〃 大津市一里山１丁目赤兀2511番29 140,000 1.4 ⑤

◆商業地

順位 所在と地番 価格 上昇率（％） 前年順位

① 草津市大路１丁目字西北ノ端726番１外 408,000 － －

② 大津市梅林１丁目167番外 349,000 0.0 ①

③ 草津市野路１丁目字池之尻13番１外 275,000 1.9 ②

④ 草津市西大路町字下ノ町783番４ 270,000 1.9 ③

⑤ 大津市馬場１丁目字里中64番６外 260,000 0.4 ④
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【県内民間労組の夏のボーナス妥結状況（最終集計）】 

－平均妥結額は２年連続で前年を下回り、３年ぶりの 50

万円台－ 
 

◆県内の民間労働組合の夏季一時金妥結状況の最終集計（７月 31日現在、267

組合）によると、全産業の平均妥結額は 576,493 円で、前年同期に比べ

37,624円下回り（前年同期比－6.13％）、２年連続で前年を下回り、３年ぶ

りに 50万円台となった。 

◆前年比較が可能な 223 組合でみた産業別の妥結額では、製造業（112 組合）

は 641,990円で、前年同期比 46,996円の減少（同－6.82％）、非製造業（111

組合）は 552,058円で、同 5,604円の減少（同－1.00％）。 

◆同様に従業員数の規模別でみると、300人未満（52組合）は 454,969円で、

前年同期比 31,829 円の減少（同－6.549％）、300 人以上（171 組合）では

640,485円、同 24,739円の減少（同－3.72％）となった。 

◆調査は、県内のすべての民間労働組合 601組合に対し調査し、７月 

31日現在で 303組合が妥結したと回答し、そのうち妥結額が判明して 

いる 267組合および前年比較が可能な 223 組合について集計したもの。 

 

 
 

《ご参考①：国内景気の動向》（2020年９月 24日：内閣府） 
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《ご参考②：京都府・滋賀県の景気動向》 

 
 



25/25                                                                                            

  

 

 

 

 

《ご参考③：近畿の景気動向》 
（2020.9.7：内閣府「地域経済動向」） 

 
 

《当報告書のご利用についての注意事項》 

・当報告書は情報提供のみを唯一の目的として作成されたものであり、 

何らかの金融商品の取引勧誘を目的としたものではありません。 

・当報告書は信頼できると思われる情報に基づいて作成されていますが、 

当行並びに当社はその正確性を保証するものではありません。内容は、 

予告なしに変更することがありますので、予めご了承ください。 

・また、本報告書は著作物であり、著作権法により保護されております。 

全文または一部を転載する場合は出所を明記してください。 

・なお、本報告書の内容に関するご照会は下記の担当者までご連絡くだ 
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照会先：㈱しがぎん経済文化センター（産業・市場調査部：志賀） 
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